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介護・福祉人材確保緊急支援事業実施要綱 

 

１  目的                                                                     

  介護・福祉人材の緊急的な確保および介護・福祉職場への定着を促進するた

め、介護・福祉サービスの増進に寄与する取組を行う団体等が実施する事業に助

成等を行い、多様化・高度化する介護・福祉ニーズに対応できる質の高い人材の

確保と介護・福祉サービスの安定的な提供体制の確立を図ることを目的とする。 

 

２  実施主体 

  実施主体は下記のとおりとする。 

 

３  事業内容 

介護・福祉人材を緊急に確保し、従事者の定着を促進するために次に掲げる事

業を地域医療介護総合確保基金事業として実施する。 

 

（１）市町介護・福祉人材確保定着支援事業 

（ア）実施主体  

市町（ただし、複数の市町と連携して事業の全部または一部を実施する

ことも可能とする。） 

（イ）事業内容 

事業を実施する市町域または周辺地域を含む福祉圏域程度において、

介護・福祉人材の安定的な確保および職場への定着を図るため、（ａ）の

連携会議を設置・運営し、（ｂ）から（ｅ）のいずれかまたは全ての事業

を行う。 

（ａ）連携会議の設置・運営 

   事業実施地域内の社会福祉法人、福祉事業者等を構成員とした連携

会議を設置し、介護・福祉人材の確保・定着促進を図るための方策その

他必要と認められる事項を協議する。なお、既存の会議等を本事業の連

携会議に位置付けることも可能とする。 

（ｂ）介護・福祉サービス理解促進事業 

福祉人材確保重点実施期間（「介護の日（11月 11日）」の前後二週

間）等に、事業実施地域の住民に対して、介護・福祉サービスや介護・

福祉職種にかかる理解を深めるための啓発等を実施する。 

事業実施地域の学校等と連携し、児童・生徒に対して、介護・福祉

にかかる理解を深めるための出前授業等を実施する。 

（ｃ）介護に関する入門的研修事業 

事業実施地域の住民等を対象に介護に関する入門的研修（「介護に 

関する入門的研修の実施について」（平成 30年 3月 30日厚生労働省    

社会・援護局福祉基盤課長通知）に基づく研修をいう。）を実施し、
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介護未経験者等の介護分野への参入を促進する。 

（ｄ）介護・福祉人材マッチング支援事業 

前号の介護に関する入門的研修等修了者その他事業実施地域の住民

等を対象とした職場説明会や施設見学会、就労体験等を開催し、介護・

福祉分野への就労を目指す人材と事業所とのマッチングを支援する。 

（ｅ）介護・福祉人材育成・定着促進事業 

   事業実施地域内の介護・福祉事業所の職員等を対象とした資質向上、

職場環境改善のための研修のほか、法人の枠を超えた交流会等を開催

し、人材の育成、定着を図る。 

 （ウ）留意事項 

（ａ）連携会議の設置・運営にかかる経費は補助の対象としない。 

（ｂ）事業の実施にあたっては、福祉人材センターやハローワーク等の実施

する職業紹介事業等との効果的な連携を図ること。 

 

（２）介護福祉士養成機能強化等事業 

（ア）実施主体 

県内に介護福祉士養成施設（社会福祉士介護福祉士法（昭和 62 年法

律第 30 号）第 40 条第２項第１号から第３号までの規定による学校また

は養成施設をいう。）を設置する法人 

（イ）事業内容 

若年世代の確保や質の高い人材の養成を目的として以下の事業のい

ずれかまたは複数を選択して実施する。 

（ａ）若年世代の意識啓発事業 

     学生等の若年世代に対し、学校への出前講座その他の情報発信等

を通じて、介護福祉士の役割や介護の魅力等にかかる意識啓発を行

う。 

（ｂ）実習受入れ施設の指導力強化等事業 

     介護実習の学習効果を高めるため、実習指導者等を対象とした講

師派遣その他実習受入れ施設と連携した介護実習の充実強化に関す

る取組を行う。 

（ｃ）留学生に対する日本語学習等支援事業 

     外国人留学生の修学および学生生活を支援するため、日本語学習

その他の個別指導等を行う。 

（ウ）留意事項 

（ａ）事業にかかる経理は、他の事業の経理と明確に区分すること。 

（ｂ）事業の実施に要した委託料は、経費の過半を超えないこと。 

 

４ 事業実施期間 

事業実施期間は、令和６年度とする。 
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５ 介護・福祉人材の定義 

  資格や職種を問わず介護・福祉分野で従事している人をいう。医療保健分野

の専門職であっても、介護・福祉施設等で従事している場合は介護・福祉人材と

みなす。 

 

６ 実施上の留意事項 

 （１）事業の実施にあたっては、滋賀県介護・福祉人材センター、公共職業安

定所、県域の職能団体・経営者団体、市町等と連携し効果的に行うこと。 

 （２）本要綱に定めるほか、事業の実施にあたり必要な事項は別に定める。 

 

 付 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成２７年７月１６日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成２８年７月２６日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 


